
今後の保育対策の推進について意見具申（案）

昭和63年11月28日

中央児童福祉審議会

次代を担う児童の健全育成は，長寿社会を迎え

て，今や重要かつ緊急な国民的課題となっている。

特に乳幼児期は，将来にわたる人間形成の基礎を

培う重要な時期であり，適切な養育環境のもとで，

その心身の健全な発達を図っていかなければならな

い。

この中にあって，保育所は，地域や家庭と相携え

て，保育に欠ける乳幼児に対して養護と教育を一体

とした保育を行うことにより家庭養育を補完しなが

ら，乳幼児の健全な育成に大きな役割を果たしてい

る。

保育所の量的確保の課題はマクロ的には達成さ

れ，今後は社会経済状況の変化を踏まえて，地域の

特性に応じた保育所保育の機能の拡充を図っていく

ことが強く望まれており，その一環として，当審議

会では，本年5月に保母試験の受験資格の見直し等

保母の資質の向上について意見具申を行い，また昨

年10月以来，保育所保育指針の見直しを精力的に行

っているところである。

さらに，保育需要の多様化，地域の実情に対応し

た保育の推進が求められている現状に鑑み，当面重

点的に推進すべき保育対策に関する考え方について

審議し，意見をとりまとめたので，ここに具申す

る。

1．乳児保育

乳児保育については，昭和43年12月の意見具申に

基づいて，昭和44年度から実施されてきたが，婦人

の社会進出の増加等により，乳児保育に対するニー
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ズが増加している一方，そのニーズに対する既存の

保育所における受入れ体制が必ずしも十分ではな

く，また育児休業制度等の普及も不十分な状況の中

で，ベビーホテル等劣悪な保育環境に置かれている

乳児も少なくない。このような状況は，児童福祉の

観点から看過することはできない。

このため，育児休業制度の普及を図る一方，現行

の乳児保育の対策の見直しを行い，経済的社会的事

由により保育に欠ける乳児に対して，適切な乳児保

育が確保できる方策を検討すべきである。

乳児保育は，前述の意見具申及び昭和48年の中間

答申に示すとおり，乳児の生命の安全を保障すると

ともに，心身の順調な発達を保障するため，設備・

職員配置等乳児を受け入れるのに適切な保育体制の

もとで実施しなければならない。

今日の保育所においては，入所する乳児数が地域

の出生数等に影響されて増減し，乳児保育を担当す

る保母が変動しがちな実態からみて，乳児保育を実

施する保育所においては，乳児保育を担当する保母

を安定的に配置し，質の高い保育を行うことが必要

である。

また，一保育所当りの乳児数は全国平均約6名と

なっているが，乳児の分布，通園距離，保母の配置

基準，所内における乳児と幼児の人的構成等からみ

て，この数値は，乳児保育対策として実施するうえ

で妥当なものと考えられる。

なお，劣悪な保育環境によって乳幼児の健全育成

を阻害しているベビーホテル等の無認可保育施設に

対しては，従来から設備面を中心に指導されてきた

が，今後は乳幼児の処遇面についても点検・指導を



実施するなど劣悪な無認可保育施設に対する指導監

督の強化を図ることが必要である。

2．延長保育・夜間保育

延長保育や夜間保育は，ベビーホテル対策の一環

として，大都市及びその周辺部を対象に昭和56年度

に制度化されたものであるが，今日婦人就労の増加

や就労形態の多様化に伴い，特に都市部を中心に，

保育時間の延長に対するニーズが全国的に拡大，増

加してきているため，現行の制度では，これらのニ

ーズには必ずしも応じられていない実態がある。こ

のため，現行の制度を再検討し，市町村や保育所が

それぞれの地域の特性に応じて弾力的に実施できる

ような仕組みに改め，延長保育，夜間保育の充実を

図ることが必要である。

なお，夜間保育は，昭和56年度以来，モデル事業

として実施してきたところであるが，このモデル事

業の実践を踏まえ，夜間に及ぶ長時間保育が乳幼児

の心身発達に及ぼす影響等を学問的に究明し，保育

体制をも含めた今後の夜間保育の在り方について再

検討すべきであると考えられる。

3．保育所横能の地域社会への活用

保育所は地域住民に最も身近かな社会資源のひと

つであり，その機能を地域社会の福祉向上のために

も，より積極的に発揮することが期待されている。

このような視点から保育所は，その実践によって

蓄積された保育知識・技術をもとに，育児相談や育

児講座を通じて地域住民の養育支援を行うととも

に，入所児童と地域の児童，老人等との触れ合いや

入所児童によるボランティア活動等を積極的に推進

することによって，入所児童の地域交流，保育施設

の地域開放等地域に密着した活動を推進することが

期待される。

4・一時的な保育ニーズの対応策の検討

核家族化の進行や地域連帯性の希薄化に伴い，欧

米諸国では既に定着しているベビーシッタ一業が我

が国でも大都市を中心に出現し始めている。

これは，保育所で対応しがたい一時的な保育ニー
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ズに応ずるものであると考えられるが，ベビーシッ

ター業の増加傾向や乳幼児に与える影響の多大さか

ら，ベビーシッターサービスの在り方の検討を進め

るとともに，一時的な保育ニーズの対応策について

児童福祉の観点から幅広い検討を行う必要がある。
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1．ベビ．ホテルの現状

（；忘「蒜謎長竿警竺芸蒜よ苦讐票軍票票警芳‡書誌も㌍欝，ぅ㌘泊を伴う保育，）

（1）都道府県，指定都市別ベビーホテル教及び入所児童数
63．3．31現在
母　子　福　祉　課　調
10人以上の施設を対象

（単位：か所，人）

都 道 府 県

ベビー

ホテル

数

入 所

児 童 数
都 道府 県

ベビー

ホテル

数

入 所

児 童 数
都 道 府 県

ベビー

ホテル

数

入 所

児 童 数
都 道府 県

ベビー

ホテル

数

入 所

児 童 数

北 海 道 10 3 16 富　　 山 2 90 鳥　　 取 6 180 鹿 児 島 10 2 16

青　　 森 2 54 石　　 川 口 98 島　　 根 2 78 沖　　 縄 14

8

9 1

23 8

岩　　 手 2 4 6 福　　 井 2 26 岡　　 山 5 13 2 指 定 都 市

宮　　 城 田 25 2 山　　 梨 ロ 13 広　　 島 3 8 5 札　　 幌

秋　　 田 4 16 9 長　　 野 2 3 1 山　　 口 口 3 8 横　　 浜 2 7 0

山　　 形 6 12 2 岐　　 阜 ロ 7 6 徳　　 島 13 3 11 川　　 崎 ロ 18

福　　 島 8 24 3 静　　 岡 田 3 19 香　　 川 5 10 8 名 古 屋 8 2 13

茨　　 城 3 1 24 愛　　 知 4 4 8 愛　　 媛 8 30 0 京　　 都 14 40 2

栃　　 木 8 2 63 重 口 3 1 高　　 知 4 10 4 大　　 阪 3 3 74 4

群　　 馬 2 8 1 滋　　 賀 0 0 福　　 岡 7 18 6 神　　 戸 13 18 4

埼　　 玉 田 4 03 京　　 都 17 50 3 佐　　 賀 ロ 24 広　　 島 5 174

千　　 葉 14 2 28 大　　 阪 10 24 6 長　　 崎 6 2 94 北 九 州 8 24 3

東　　 京 9 2 1，3 98 兵　　 庫 4 1 51 熊　　 本 5 20 3 福　　 岡 14 3 80

神 奈 川 6 10 5 奈　　 良 1 2 14 0 大　　 分 12 140

計 4 63 10 ，7 03新　　 潟 3 5 1 和 歌 山 0 0 宮　　 崎 6 40

（2）べビ．ホテルの入所児童数
（ベビーホテル463か所中）

年 齢 区 分 人数 （人 ） 割合 （％）

3 歳 未 満 児 5 ，7 10 53 ．4
3 歳 以 上 児 4 ，8 3 1 45 ．1

学　　　　 童 13 1 1．2

年　 齢　 不　 明 3 1 0 ．3

計 10 ，7 0 3 100 ．0

（3）ベビーホテル数の推移

（単位：か所数，人；各年3月31日現在）

年 60 6 1 62 6 3

か 所 数 4 5 1 43 2 4 2 6 4 63

児 童 数 10 ，8 0 7 10 ，8 6 9 10 ，5 99 10 ，7 03
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（4）ベビーホテルに対する点検・指導の実施状況

把　　 握　　 数 463

（1）　 立　入　 調　査 415

（2）　 報 告 書 徴 収 348

（1），（2）の実 か所 数 444

（注）把握した施設463か所のうち，立入調査か報告
書徴収のいずれかを行ったものが444か所。



（5）ベビーホテルの点検結果
（単位：か所）

区　　　　　　　　　　 分
か 所 数
（割 合 ％ ）

指 導 基 準 に適 合 して い る もの 157 （3 5 ．3 ）

指 導 基 準 に適 合 して い な い もの 28 0 （6 3 ・1 ）
1 ． 保 育 に従 事 す る者 の 数 及 び資 格 6 8

2 ・ 保 育 室 等 の構 造 設 備 及 び 面 積 6 5

3 ・ 非 常 災 害 に 対 す る措 置 19 2

6 2

4 ． 保 育 室 を 2 階 以 上 に設 け る場 合

の 条 件

指 導 基 準 の 適 否 が 定 か で な い もの 7 （ 1 ．8 ）

計 44 4 （100 ．0 ）

（注）（4）の444か所の施設の適合状況である。

（6）「指導基準」に適合していないものの指導状況

指　　　　　　　 導 施設数 （か所）

口　　 頭　　 指　　 導 114

文　　 書　　 指　　 導 166

移　　 転　　 勧　　 告

事　 業　 停　 止　 命　 令

施　 設　 閉　 鎖　 命　 令

（注）ⅰ　口頭指導をし，かつ文書指導をした施設に
ついては文書指導のみに計上している。
2（5）の「指導基準に適合していないもの」280
か所の指導状況である。

（7）無福可保育施設における最近の乳幼児

死亡事故例　　　　　　　　（63．4一）

日　 付 場　 所 事　 故　 内　 容

63．5 ．2 栃木県
園外保育中、トィレの浄化槽に

転落，窒息死

63．5 ・22 大阪府 風邪の悪化

63．6 ・9 岡山県 肺　　　 炎

63．8 ．5 千葉県 ミルクをのどに詰まらせ窒息死

63．10．17 長野県 ミルクをのどに詰まらせ窒息死

63・11．11 東京都 ミルクをのどに詰まらせ窒息死

（注）63年11月現在
各都県市からの報告による。
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2．無許可保育施設に対する当面の指導基準

1．保育に従事する者の数及び資格

（1）保育に従事する者の数は，おおむね児童福祉

施設最低基準（以下「最低基準」という。）第

53条第2項に定める数以上であること。ただ

し，少なくとも2人配置されていること。

（2）保育に従事する者のおおむね3分の1（保育

に従事する者が2人の施設にあっては，1人）

以上は，保母又は看護婦の資格を有する者であ

ること。

2・保育室等の構造設備及び面積

（1）乳幼児の保育を行う部屋（以下「保育室」と

いう。）のほか調理室及び便所があること。

（2）保育室の面積は，おおむね乳幼児1人当たり

1・65m2以上であること。

（3）乳児の保育を行う場所は，幼児の保育を行う

場所と区画されていること。

（4）保育室は，採光及び換気が確保されているこ

と。

（5）便所には手洗設備が設けられているととも

に，保育室及び調理室と区画されていること。

便所の数は，おおむね幼児20人につき1以上

であること。

3．非常災害に対する措置

（ⅰ）消化用具，非常口その他非常災害に必要な設

備が設けられていること。

（2）非常災害に対する具体的計画を立て，これに

対する定期的な訓練を実施すること。

4．保育室を2階以上に設ける場合の条件

（1）保育室を2階に設ける建物は，保育室その他

幼児が出入りし，又は通行する場所に，幼児の

転落事故を防止する設備が設けられているこ

と。

なお，保育室を2階に設ける建物が最低基準

第50条第8号イ及びロの要件に適合しない場合

には，前項に規定する設備の設置及び訓練に特

に留意すること。

（2）保育室を3階以上に設ける建物は，最低基準

第50条第8号ィ及びハからチまでの要件に適合

すること。
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3．保育所における特別保育対策の概要

乳　 児　 保　 育 障 害 児 保 育 延　 長　 保　 育 夜 ．間　 保　 育

1．創 設 年 度 昭和44年度 昭和49年度 昭和56年度 昭和56年度

2 ．制度の概要 乳児（0 歳児）の保育 保育に欠ける障害児の 通常の保育時間 （概ね 概ね午後 1 時頃より，

を行 う指定保育所に 保育所への受入れを円 午後 6 時頃まで）を超 おおよそ　 午後10時ま

対 し，乳児 （一定の 滑にするため，中程度 えて午後 7 時頃，若 し での夜間保育 （止むを

所得階層以下）3 人 の障害児 4 人に保母 1 くは午後 8 時頃 （特別 得ない事情のある場合

に保母 1 人を配置

【第 7 階層 （所得税

が15万円未満）まで

人を配置

［保母配置基準］

3 歳末浦児 6 ：1

の事情のある場合）ま

での保育時間の延長

通常の保育単価に，次

正午以前からも保育）

通常の保育単価

適用】 3 歳 児 20 ：1

4 歳以上児 30 ：1

の「延長保育加算単価」

を加算

ア．午後 6 時一午後 7

時頃まで

（保育単価）×10％

「延長保育加算単価」

ィ．午後 6 時一午後 8

時頃まで

（保育単価）×20％

「延長保育加算単価」

正午以前からの保育を

行 う場合 （夜間保育の

延長）には，上記に次

の単価 を加算

ア．午前10時からの保育

（保育単価）×10％

イ・午前9 時からの保育

（保育単価）×20％

3 ．実 施 状 況 37，326人 4，870人 411か所 27か所

（63・4 ．1 ） （63・4 ．1 ） （63．4 ．1 ） （63．7 ．1 ）

4．保育所の施設数等の推移

年度

施　　 設　　 数

定 員

②

年　 齢　 別　 措　 置　 児　 童　 数

③ ／②

公　 営 私　 営 計　 ① 0 歳児 1 ・2 歳児 3 歳児 4 歳以上児 計　 ③

40

45

50

55

60

6 1

62

63

か所 か所 か所 人 人

8 ，325

人

148 ，558

人

46 ，959

人

906 ・020

人 ％

6 ，888

（61 ．2 ％）

8 ，756

4 ，360

（38 ．8 ％）

5 ，394

11 ，248

（100 ．0 ％）

14 ，150

鮨 2 ，154

1・200 ，574

1 ，676 ，720

2 ，128 ，190

2 ，081 ，126

2 ，050 ，462

2 ，026 ，728

2 ，009 ，419

798 ，655

1 ，109 ，862

90 ．6

92 ．4

93 ．1

91 ．2

85 ．1

84 ．8

84 ．4

83 ・9

（61 ．9 ％） （38 ．1 ％） （100 ・0 ％） （0 ．8 ％） （13 ・4 ％） （4 ．2 ％） （8 1．0 ％） （ⅰ00 ．0 ％）

11 ，387 6 ，622 18 ．009 18 ，48 1 242 ，651 350 ，028 950 ，237 1，56 1，397

（63 ．2 ％） （36 ．8 ％） （100 ．0 ％） （1．2 ％） （15 ．5 ％） （22 ．4 ％） （60 ・9 ％） （100 ．0 ％）

13 ，275 8 ，685 21 ．960 30 ，240 336 ，017 449 ，944 1 ，124 ，592 1，940 ，793

（60 ．5 ％） （39 ．5 ％） （100 ．0 ％） （1．6 ％） （17 ・0 ％） （23 ．2 ％） （57 ・9 ％） （100 ．0 ％）

13 ，600 9 ，299 22 ，899 37 ，068 335 ，071 408 ，852 989 ，475 1 ，770 ，466

（59 ．4 ％） （40 ．6 ％） （100 ．0 ％） （2 ．1 ％） （18 ．9 ％） （23 ．1 ％） （55 ．9 ％） （ⅰ00 ・0 ％）

13 ，573 9 ，304 22 ，877 37 ，436 335 ，127 408 ，184 957 ，109 1，737 ，856

（59 ．3 ％） （40 ・7 ％） （100 ．0 ％） （2 ．2 ％） （19 ・3 ％） （23 ．5 ％） （55 ．1％） （100 ．0 ％）

13 ，522 9 ，313 22 ，835 36 ，670 327 ，210 404 ，44 7 94 1，499 1，709 ，826

（59 ．2 ％） （4 0 ．8 ％） （100 ．0 ％） （2 ．1 ％） （19 ．1 ％） （23 ．7 ％） （55 ．1％） （100 ・0 ％）

13 ，4 63 9 ，318 22 ，781 37 ．328 319 ，206 396 ，391 932 ，033 1 ．684 ，958

（59 ．1 ％） （40 ．9 ％） （100 ．0 ％） （2 ．2 ％） （19 ・0 ％） （23 ．5 ％） （55 ・3 ％） （100 ・0 ％）

（厚生省報告例：各年4月1日現在，ただし40年および45年は3月1日現在）
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5．昭和64年度　保育対策関係予算要求の概要

1．保育所措置費の改善

194,135百万円→195,148百万円

（1）乳児保育の改善

対象範囲の拡大～第7階層→全階層

乳児保育実施保育所（指定）に乳児担当保母

1人配置

（2）夜間保育の改善

特別指導費の新設

（3）年休代替職員費の改善

常勤職員12日→13日

非常勤職員　0日→9日

（4）社会保険料事業主負担金の改善

（5）一般生活費等の改善（生保に準じ改定）

2．特別保育対策費等の充実

（1）特別保育事業推進費

959百万円→4,981百万円

（振替分を含む）

ア．乳児保育　1,295百万円

乳児7人以上の乳児保育実施保育所につい

ては，措置費に加え，割増しの補助を行う。

イ．障害児保育　969百万円

（障害児保育の対象人員の増）

ウ．延長・夜間保育　1,024百万円

延長保育，夜間延長保育について少人数の

場合にも対応できるよう人員に応じて一定額

を補助する。

エ．保育所機能強化　1,693百万円

保育所と地域社会との交流，保育所の専門

的保育機能による地域への貢献等，地域の実

情に応じてそれぞれの保育所独白のアイディ

アに基づく多様な活動を推進するため，保育

所機能強化推進制度を拡充する。

（2）へき地保育所費　2,392百万円→2,378百万円

（3）産休代替保母費等

2,236百万円→2,277百万円

（4）保母養成諸費　497百万円→511百万円

ベビーシッター研修事業費の新設
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